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研究成果の概要（和文）：本研究は、2000年代後半以降、東アジア地域統合の新たな展開を大きく規定した日米
中ASEANの政府および非政府アクターの認識や志向性、実際の動きの多様性に焦点を当て、国家間、非国家間の
両レベルで様々な動きが並行して進み、それらが関連しつつ全体として東アジア地域統合が以前とは異なるレベ
ルで深化している実態を把握することを目指した。そして、本研究は、米中といった大国の関与のみならず、日
本やASEAN諸国のそうした大国の関与に対する対応、および彼らにとって望ましい秩序を維持・形成するための
独自の戦略が地域環境に大きく影響を与えていることを確認し、この研究で掲げた目標をほぼ達成した。

研究成果の概要（英文）：This research project aimed to clarify the realities of advancement of 
regional integration in East Asia by means of focusing on the behaviors of state-actors and 
non-state actors of China, the United States, Japan and ASEAN countries.  It predicted that the East
 Asian integration has been advancing at the higher level than before, and the interactions of 
various actors in the process of integration has been than complicated than it was in the past.
Eventually, this research project almost accomplish our initial aim of the project.  It clarified 
that not only great powers like China and the United States but Japan and AESAN countries has been 
taking the critical roles in the process of changing  East Asian regional circumstances and of East 
Asian regional integration.  

研究分野：国際関係論
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
米中は自らの影響力を拡大するための戦略を展開し、それが地域環境に大きな影響を与えているのは事実である
が、米中の大国間対立のみでは東アジア国際政治は規定されず、日本やASEAN諸国といった地域大国や中小国の
役割が重要であることをこの研究は明らかにした。また、企業などの非政府アクターにも着目したことで、こう
したアクターが各国の政府とは独立した動きをしばしば見せていることも確認した。これらを明らかにしたこと
は、現在、米中間の対立がエスカレートし、経済「戦争」ないし「冷戦」の勃発というタームを使ってその対立
に注目が集まる中、社会に対して国際政治の現実を啓蒙する上で重要な成果であったと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 2000年代後半以降の東アジア国際政治の分析において、「中国の台頭」による国際社会におけ

るパワー・バランスの変容を意識するあまり、東アジア国際政治を米中といった大国間関係、ま

た特にパワー・トランジションに伴う両者の対立の構図のみで説明しようとする研究が目立って

いた。東アジアの国際関係を対立の側面のみでは説明できないこと、また ASEAN及び ASEAN

諸国の域外戦略が東アジア地域統合の展開に大きな役割を果たしていることについては、すでに

大庭（研究代表者）が著書の形で研究をとりまとめた（大庭三枝『重層的地域としてのアジア』

有斐閣、2014）。しかしながら、この著書をはじめとして東アジア地域統合についての研究を進

める中で、特に近年、パワー・トランジションに伴う米中対峙の構図が東アジア国際政治を決定

づけているように見える一方で、こうした対峙の状況があるからこそむしろ東アジアが一つの

「地域」としての凝集性をいっそう増して立ち現れていること、またその統合過程を見る際、国

家を一枚岩と見た上での国家間関係の分析のみでは、その多様かつ多層に展開する過程を把握す

るのには限界があることを再認識した。さらに、世界経済危機を契機とした中国の存在感のさら

なる増大、アメリカのリバランス政策、南シナ海や東シナ海の領土問題についての尖鋭化、以前

にも増して進む地域主義・協力の進展等新たな展開が見られる中で、東アジア秩序の変容につい

ての新たな分析が求められていた。 

 

２．研究の目的 

 東アジアで複雑かつ多層的に進む地域統合の実態を把握するためには、国家を一枚岩と見た上

で、中小国の影響を捨象し、米中といった大国間の対立の側面を強調する傾向のある構造的リア

リズムの観点からの分析のみでは限界がある。本研究は、2000 年代後半以降、東アジア地域統

合の新たな展開を大きく規定した日米中 ASEANの政府および非政府アクターの認識や志向性、

実際の動きの多様性に焦点を当て、国家間、非国家間の両レベルで様々な動きが並行して進み、

それらが関連しつつ全体として東アジア地域統合が以前とは異なるレベルで深化している実態

を把握することを目指す。すなわち本研究は、東アジア地域統合過程に特に関わる日米中

ASEAN内の政府アクターやそれと近い非政府アクターらの、脅威認識や地域情勢への認識の多

様性、さらに ASEAN 各国内における「中国の台頭」に対する認識や地域秩序のあるべき姿に

ついての認識の多様性に着目することで、より東アジア地域統合の多層的かつ複雑な過程を十分

に把握できるのとの立場に立つ。 

 

３．研究の方法 

 この研究プロジェクトは（１）中国、ASEAN諸国、日本などにおける聞き取り調査（２）メ

ンバーそれぞれによる一次資料、二次文献の収集と分析（３）定期的な研究会による論理的・実

証的課題の検討及びそれに基づく聞き取り調査や資料収集の方向性の確定、といった 3つの柱で

進められた。（１）については、研究成果の欄でも述べるように、各メンバーおよび複数のメン

バーによって ASEAN 諸国および中国への複数回にわたっての現地調査および聞き取り調査を

行った。（２）についてはメンバーが適宜、上記に記載された自分の役割とテーマに応じての一

次資料、二次資料の収集と分析に努めた。（３）の定期的な研究会は、メンバーによる現地調査

や聞き取り調査の実施および一次資料・二次資料の収集を反映しての研究発表を行った。また、

各メンバーの国内及び海外における聞き取り調査、現地調査についての報告を行い、メンバー間

での知見の共有に努めた。さらに、アジアにおける新たな動向の現出やこの研究プロジェクトに

おいて行われる海外出張先に応じて、それらについてより知見を深めるため、外部講師を招聘し



て講演を依頼する形の研究会も適宜行った。 

 

４．研究成果 
  本研究は、現在進展しつつある東アジア地域統合に関し、以下のような点を確認し、明らか

にすることができた。 

○ 中国、アメリカ、日本、ASEAN諸国の政府アクターの望ましい新たな地域秩序構築に関

する認識や目指す志向性は多様であること。中国政府は一帯一路、日本政府およびアメリ

カ政府は自由で開かれたインド太平洋（FOIP）を掲げ、それぞれにとって望ましい地域

秩序形成を謳うのに対し、ASEAN諸国はそれぞれ自分たちの利益になる支援は受け入れ

つつも「ASEANの中心性」の重要性を強調することで自らの自律性をと影響力を維持し

ようと努めている。カンボジアやラオスといった一般的には中国寄りとされている国々に

おいても自律性を維持するという志向性が見られる。さらに、中国は現在、一帯一路がも

たらすリスクへの各国からの懸念、またアメリカとの対立の深まりに直面する中で、ラオ

スやタイを始めとするASEAN諸国に対して穏健な態度をとらざるをえなくなっている。

中国の存在感の増大は否定できないにせよ、中国が一方的に影響力を行使しているという

より、中国、日本、アメリカ、ASEAN/ASEAN諸国の様々なアクターによるインタラク

ションが地域統合も含む東アジアの構造変動を決定づけている。 

○ 一帯一路には中国の中央政府、地方政府、中央に近い企業、地方企業、また現地の地場企

業など様々なアクターが関わっており、決して統一的ではない。そしてASEAN諸国及び

諸国内の様々なアクター（政府アクター、非政府アクター含む）のそうした多様な中国か

らの働きかけに対しては是々非々の対応を取ろうとしている。彼らは、中国の支援へ過度

に依存することのリスクを認識しており、また中国のみならず日本、アメリカといった他

の国からの支援も得ることで中国の影響力を相対化し、バランスさせようと努めている。

そうした意味で、ASEAN諸国は単なる大国のフォロアーではなく、地域秩序形成におけ

る主体的なアクターとしての働きかけを行う姿勢を見せており、また大国が簡単に無視で

きない存在感を示している。 

○ とはいえ、ASEAN諸国は実際には多くの援助・投資を中国から受け入れており、全体の

援助・投資の中での比重は増大傾向にある。政府アクターの意識として中国への過度の依

存を避け、他国との関係も維持・強化してバランスを維持しようとする志向性が強く見ら

れることは無視できない一方で、実際には中国からの支援や投資の増大しか見込めないよ

うな国（ラオスやカンボジア）の実体経済上の中国への依存度は高くなりつつある。 

○ GMSなど特にメコン地域を中心に見られるサブ・リージョナリズムの動きが、まさに上

記の中米日ASEAN諸国内における多様なアクター達の思惑や活動が交差する場となって

おり、東アジア地域統合過程における一つの重点領域としての重要性を増しつつある。 

さらに、この研究で行った各地における現地調査、聞き取り調査の記録は、将来において主に

2000年代から2010年代前半における各国の地域認識や脅威認識についての資料として有用と

なることが見込まれる。 

 

 今後取り組むべき研究課題として、米中対立のエスカレーションと世界におけるリベラル国



際秩序への反発が高まるという潮流の中で、東アジア統合がどう展開していくのか、というこ

とについての考察があげられる。今後中国やアメリカはどのようにアジア関与を展開していく

のか、また両国の非政府アクターは両国政府の方針に対してどれほどの距離をとり、またどれ

ほど歩調を合わせて東アジアでの活動を展開していくのか、また日本、ASEANの日本の政府

アクター、非政府アクターは米中対立のエスカレーションとリベラル国際秩序の揺らぎをそれ

ぞれどのように捉え、またその上でどのような活動を展開していくのか。それらが全体として

東アジア地域統合や秩序形成をどのような形で促していくか。これらについてのさらなる研究

が必要である。 
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